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「喫煙と受動喫煙を減らす」〜FCTCと同じ考え方

がん対策推進基本計画（閣議決定）および国民健康づくり運動プラン（大臣告示）への厚生労働省案

設定の意義 「現世代」を喫煙による健康被害から守る
ための指標（短期的）

「次世代」を喫煙による健康被害か
ら守るための指標（中・長期的）

たばこ対策全体の効果の評価指標

「すべての国民」を受動喫煙から守るため
の指標（短期的、中・長期的指標）
「たばこのない社会」という社会通念の確立

設定の必要性 喫煙者における年間12～13万人の超過死亡、社
会損失の増大（数兆円）＞たばこ税収2兆円

タイムラグにより今減らさなければ将来の負担増

未成年の喫煙は健康影響が大、依存形成
が早く、喫煙継続に繋がりやすい

妊婦喫煙は胎児・乳幼児曝露による影響大

非喫煙者における年間6,800人の超過死亡
（肺がん、虚血性心疾患、うち半数は職場の受動喫煙
に起因）

指標 成人の喫煙率 未成年の喫煙率 妊婦の喫煙率 受動喫煙の曝露状況指標 成人の喫煙率 未成年の喫煙率、妊婦の喫煙率 受動喫煙の曝露状況

目標値 喫煙率の約4割減
（19.5％→ 12.2％）

未成年者の喫煙をなくす ・行政機関・医療機関での受動喫煙をなくす
・受動喫煙のない職場の実現（新成長戦略）

・家庭・飲食店における受動喫煙は半減（喫煙率8.610 基本値(H22)

目標値(H34)
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目標の考え方 禁煙したい人がすべてやめる 未成年者喫煙禁止法、健康日本２１・すこ
やか親子２１の目標の保持

受動喫煙の曝露を減らす（他者危害の防止）

(月1回)(月1回)H15 H21 H25 H34

データソース 国民・健康栄養調査 厚生労働科学研究の研究班調査 国民・健康栄養調査

職場における受動喫煙防止対策に係る調査

（第21回日本禁煙推進医師歯科医師連盟での中村正和先生スライドを元に加筆・改変）
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に謳われている「喫煙と受動喫煙の低減」に短期的効果
があるのは次の政策である。（・はガイドライン策定）

・価格・課税政策（第6条）

受動喫煙防止（第8条）

年平均”相対”減少率を
維持した場合の到達値
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・教育・啓発（第12条）
・広告・宣伝の禁止（第13条）
・警告表示（第11条）

従来の対策に加え、

実施不十分な政策の
強化と国民運動として
官民協働で達成可能12.2

10 
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・禁煙支援・治療（第14条）
・未成年のアクセス防止（第16条）

民
（年0.3％のオン）



たばこ目標（19.5％→12.2％）は、従来の減少傾向（年2.8%の相対減少率）に加え、
不十分な対策の中程度の充実による加速化（年0.5％の相対減少率）で達成可能

＜参考＞

FCTCの条項と所管官
庁、関連法規

わが国の現状 FCTCで求められる内容 喫煙率減少への最大効
果〜諸外国のモデル例

厚労省で実現可能な
控えめ試算（中程度）

価格・課税政策（6条）：
財「たばこ事業法」

2010年に約110円引き

上げられるも国際的に
喫煙を短期に減らす最良
の方法 消費量 喫煙率

喫煙率の価格弾力性0.1
0 3

？ ？
財「たばこ事業法」 上げられるも国際的に

安い、税制改正大綱
の方法。消費量、喫煙率
の減少、青少年喫煙の抑
止、格差縮小

〜0.3

受動喫煙防止（8条）： 健康増進法、労働安 職場・公共場所 強力（100％禁煙）で職場 喫煙室設置に
よる実現で

100％禁
厚「健康増進法、労働安全
衛生法」

全衛生法、条例、分煙
可、努力義務

・交通機関の100%禁煙、
分煙不可、法的

6%減、飲食店3%減、喫煙
室設置で低減効果は1/3

よる実現で、

職場2％、
飲食店1％
（要予算）

煙職場で
6%（予算
不要）

警告表示（11条）： 箱の主要面30％に8 明瞭で効果的な警告 主 強力（大きく太字画像付） ？ ？警告表示（11条）：
財「たばこ事業法」

箱の主要面30％に8

種の注意文言、文字
のみ

明瞭で効果的な警告、主
要面の50％以上（最低
30％）、写真や絵

強力（大きく太字画像付）
で喫煙率2％減、開始率
1％減、禁煙率4％増

？ ？

教育・啓発（12条）：
厚「健康増進法 文

民間企業や団体の広
ブ

喫煙及び受動喫煙の健
康 響

強力（1人あたり１US＄で
大 的 ）

10分の１

算

？
厚「健康増進法」・文 告・パブリシティのみ、

政府キャンペーンなし、
自治体事業に委ねる

康影響に関する教育・啓
発

大々的に）6.5％ 以下予算
で0.5％
（要予算）

広告・宣伝禁止（13条）： 広告指針のみで業界 たばこの広告・販促・後援 強力（包括的全面禁止） ？ ？広告 宣伝禁 （ 条）
財「たばこ事業法」

広告指針のみで業界
による自主規制

たば の広告 販促 後援
活動の包括的禁止

強力（包括的全面禁止）
で喫煙率5％減、開始率
6％減、禁煙率3％増

禁煙支援・治療（14条）：
厚

禁煙治療の保険適用、
学会ガイドラインのみ

禁煙治療のガイドライン
作成・普及 CP高い包括

強力（保険適用、クィット
ライン 短時間介入）で喫

中程度実
現で2%

？
厚 学会ガイドラインのみ、

その他不十分
作成・普及、CP高い包括
的実施

ライン、短時間介入）で喫
煙率4.75％減、禁煙率
39％増

現で2%
（要予算）

未成年のアクセス防止
（ 条）

自販機にタスポ導入、 未成年に対するたばこ販
売 禁止

強力（遵守チェック、厳重 ？ ？
（16条）：
警「未成年者喫煙禁止法」・
財「たばこ事業法」

対人販売に際し成人
証明の提示義務なし

売の禁止 罰則、強力周知、自販機
撤廃）未成年の喫煙率と
開始率30％減

（次期健康づくりプラン専門委員会への中村正和先生参考資料を基に大幅加筆・改変）

すべての人を
法の下に平等法の下に平等
に保護するた
めにはめには



一般的に胎児や小児は、有害物質への「感受性」
が高いため、短期間・少量曝露でも、悪影響が出や
すい。職場の状況や感受性が高い場合も同様！

たばこ煙の発がんリスクと小児への有害性は「閾値
が ゼ が ががない」ためゼロ曝露が望ましいが、できない場合
には、十分なリスクコミュニケーションの下、社会の
合意による規制レベルを設定する必要

「回避可能な」リスクはどれか？
–放射線 ダイオキシンと生活習慣（JPHC Study） ‐放射線、ダイオキシンと生活習慣（JPHC Study）

がん罹患の相対リスク 全部位＊固形がん：広島・長崎
ダイオキシン：職業曝露・伊工場爆発事故

1.50～2.49 1.8

1 6

1000‐2000mSv被ばく
【1000mSv当たり1.5倍と推計】

喫煙者 ［vs非喫煙者］1.6
1.6

喫煙者 ［vs非喫煙者］
大量飲酒（450g以上/週）※［vs時々飲む］

1.30～1.49 1.4 500‐1000mSv被ばく
1.4
1.4

2,3,7,8‐TCDD血中濃度数千倍】【職業曝露】
大量飲酒（300‐449g/週）※［vs時々飲む］

1 10～1 29 1 19 200 500mSv被ばく1.10～1.29 1.19
1.12
1.29

1 15 1 19

200‐500mSv 被ばく
肥満（BMI≧30）［vs 23‐24.9］
やせ（BMI＜19）［vs 23‐24.9］
運動不足（下位4分の1）［ 上位4分の1］1.15‐1.19

1.11‐1.15
運動不足（下位4分の1）［vs上位4分の1］
高塩分食品摂取（上位5分の1）［vs下位5分の1］

1.01‐1.09 1.08 100‐200mSv1.01 1.09 1.08
1.06

1.02‐1.03

100 200mSv
野菜不足（下位4分の1）［vs上位4分の1］
受動喫煙<非喫煙女性> （夫が喫煙）［vs.夫が非喫煙］

検出 能 未満（推計 は ）検出不可能 100mSv未満（推計では、20mSv: 1.01, 1mSv:1.0005）
2,3,7,8‐TCDD血中濃度数百倍【農薬工場爆発事故周辺住民】

※飲酒については、エタノール換算量を示す （第21回日本禁煙推進医師歯科医師連盟での津金昌一郎先生スライドのタイトルのみ変更）





禁煙政策/ニーズへの”ノイズ”発生

“分煙市場”の創出→１兆円以上

禁煙化の阻止（先行投資、撤去費用）

喫煙所＝“ニコチン供給ステーション”
→禁煙阻止/喫煙維持→禁煙阻止/喫煙維持

喫煙行為の”ノーマライズ”（正常化）

受動喫煙=非喫煙者 による”矮小化”





公共の場所・職場の禁煙・分煙による
規制インパクト評価の対象項⽬と試算（単位：億円）

便益 禁煙 分煙 損失 禁煙 分煙

受動喫煙死亡の防止 349 214分煙化実施に要する費用の増 × 12604受動喫煙死亡の防止 349 214分煙化実施に要する費用の増
加（分煙設備）

× 12604

能動喫煙死亡の防止 16578 ー分煙化未実施の施設に対する
執行費用の増加

53 53
執行費用の増加

医療費削減
（国庫負担減）

3284 34分煙化実施のために要する教
育費用の増加

228 228

喫 者 喫 疾患 休 727 9たばこ税収の減少 7242喫煙者の喫煙による疾患の休
業時間の削減

727 9たばこ税収の減少 7242 ー

喫煙者の喫煙休憩時間の削減 30506 ーたばこ製造業・小売業の売上減 744 ー
少

火災による財産損失、死亡・負
傷の防止

55 ー従業員の屋外喫煙増による喫
煙休憩時間増

3390 ー
傷 防 煙休 増

たばこに要する清掃費の削減 × ー顧客の屋外喫煙増による飲食
店の売上減少

× ー

小計① 51497 257小計② 11657 12885

合計（①ー②） 禁煙3兆9841億円＞＞分煙▲1兆2628億円



たばこ規制は税収と両立できるか
• 1776年 アダム・スミス（国富論）「砂糖、ラム酒、たばこは、生活必需品

でなく、しかもほぼ普遍的に消費されているので、課税対象として極め
て適している」て適している」

• 1904年 財政物質としてのたばこ→日露戦争の軍費調達のため専売
制、1985年に専売公社がJTに民営化されても、同様の地位制、1985年に専売公社がJTに民営化されても、同様の地位

• 1930年代以降、たばこの健康被害の研究→1950‐60年代以降「確立」

• 以来、財政＞健康から、財政＜健康への転換 あるいは両立の議論

2011年 税制改正大綱「健康の観点から消費を減らすため• 2011年 税制改正大綱「健康の観点から消費を減らすため、
たばこ税率を引き上げる必要」（→たばこ事業法改廃論議）

• 2011年 東日本大震災の復興財源としての論議2011年 東日本大震災の復興財源としての論議

• 国際的には「健康目的税」の潮流

– Health Promotion Fund（健康増進基金）1980年代オーストラリア西オースト
ラリア州、ビクトリア州、米国カリフォルニア州、タイ

– Sin Tax（罪/負の税）：タイのたばこ消費税

I ti Fi i f H lth S t （医療や予防サ ビスのユニバ サ– Innovative Financing for Health System（医療や予防サービスのユニバーサ
ルカバレッジ）：2009年米国連邦たばこ税を小児保険SCHIPS財源、2010年
オーストラリア連邦たばこ税を医療制度改革財源

安すぎる日本のたばこ（OECD加盟国）
% excise tax % all other taxes
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2兆円を維持するたばこ税〜総税収の3％
年間13万人（累積300万人）の犠牲のもとに年間13万人（累積300万人）の犠牲のもとに

たばこ税/総税収（％）
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2兆円税収を上回るたばこの経済損失
（超過医療費１.3〜1.7兆円、社会損失４〜７兆円）

推計対象年度 1993年度 1999年度 2002年度 2005年度 1999年度 2005年度

研究主体
医療経済研究

中原（2007） 医療経済研究 医療経済研究
研究主体

医療経済研究
機構（1997） 中原（2007） 医療経済研究

機構（2002）
医療経済研究
機構 (2010)

喫煙による
コスト推計額

（全体）

約3 兆

7 935 億円

約4 兆

6 800 億円

約4 兆

6 100 億円

約4 兆

9 300 億円

約7 兆

1 500 億円

約4兆

3 264億円（全体） 7,935 億円 6,800 億円 6,100 億円 9,300 億円 1,500 億円 3,264億円

うち
超過医療費

1 兆1,512 億円 1兆3,155 億円 1 兆3,180 億円 1 兆3,116 億円 1兆3,086 億円 1兆7,681億円

喫煙関連疾患 喫煙関連疾患
対象疾患 喫煙関連疾患 喫煙関連疾患 喫煙関連疾患 喫煙関連疾患

喫煙関連疾患
受動喫煙（肺が

ん）、妊婦

喫煙関連疾患
受動喫煙（肺が
ん）、妊婦、歯科

国民医療費に
占める超過医 4 7% 4 3% 4 2% 4 1% 4 3% 5 3%占める超過医
療費の割合

4.7% 4.3% 4.2% 4.1% 4.3% 5.3%

推計対象年齢 45 歳以上 45歳以上 45歳以上 45歳以上 40歳以上 40歳以上

相対危険度 3コホート相対危険度
データ

平山データ 平山データ 平山データ 平山データ 平山データ
3コホート

併合データ等

労働力損失に
用いるデータ

国民所得 国民所得 国民所得 国民所得 雇用者報酬 国内純生産

平均損失年数 12 年 12年 12年 12年 12年 4年

（次期健康づくりプラン専門委員会への中村正和先生提出資料に加筆）



2010年増税のインパクト
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27.7  26.4 
24.2  23.8  24.1 

21.8  23.4 
19.5 

36.8 

32.2 

20 0

25.0 

30.0 

35.0 

40.0 

総

（男女とも14‐5ポイントアップ）
2011年1月〜12月で
販売数量：1952億本（前年比11％減）
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販売額：4兆0632億円（前年比16％増）
税収：2兆1700億円（前年比3％増）

2003（7月改訂） 2006（7月改訂） 2010（10月改訂）

38 7 3 32 1 3

増税前（2009年11月）と増税後（2010年11月）の

1日あたり喫煙本数の変化
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わからない 31本以上 21‐30本 11‐20本 10本以下

H22国民健康・栄養調査、厚労科研H22尾崎班、
日本たばこ協会、財務省租税データ

値上げを機としたJTブランドポートフォリオの変化と
メンソ ル製品の伸張→高価格帯 高依存性 の移行メンソール製品の伸張→高価格帯・高依存性への移行
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（データ：JT annual report） 28



http://nippon.nosmokeworld.com/index.html

「全国タバコフリー推進団体ネットワーク」は、全国各地で喫
煙の諸問題に市民レベルで取り組んできた、主として医療・
教育関係者を中心とする団体の集まりです。教育関係者を中心とする団体の集まりです。

国全体の喫煙問題に協力して取り組むため、有志の発案で
2011年に結成されました。現在、24団体（連携協力6団体）が
参加しています。



市民協働のためのヒント

• 世界禁煙デー（5月31日）
（http://wwwwho int/tobacco) 禁煙週間（5/31‐6/6）（http://www.who.int/tobacco)

• １７学会禁煙推進学術ネット
ワーク

禁煙週間（5/31‐6/6）
中央大会（6/2, 東京）
地方大会（5/27, 山形）ワ ク

（http://tobacco‐control‐research‐net.jp/）

「禁煙の日」（毎月22日）
（http://www kinennohi jp/）（http://www.kinennohi.jp/）

• 全国タバコフリー推進団体
ネットワークネッ ク
（http://nippon.nosmokeworld.com/）

• 日本禁煙推進医師歯科医
師連盟師連盟
（http://www.nosmoke‐med.org/）

• 日本禁煙学会日本禁煙学会
（http://www.nosmoke55.jp/）

• 日本禁煙科学会
（ ）（http://www.jascs.jp/）


